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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第２期

第２四半期連結
累計期間

第１期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 20,909 52,613

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△1,861 277

四半期純損失（△）又は当期純利

益（百万円）
△2,336 58

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△2,350 △548

純資産額（百万円） 3,847 6,202

総資産額（百万円） 28,424 33,300

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）

△49.27 1.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 1.14

自己資本比率（％） 13.3 18.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△709 2,586

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△683 5,467

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,581 △5,811

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
7,790 10,571
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回次
第２期

第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△19.55

　

（注１）当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

（注２）売上高には、消費税等は含まれておりません。

（注３）第２期第２四半期連結累計期間につきましては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるた

め、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については記載しておりません。

（注４）当社は平成22年10月１日に単独株式移転により設立されたため、前年同四半期に係る記載はしておりません。

（注５）第１期連結会計年度の連結財務諸表は、単独株式移転により完全子会社となったオンキヨーサウンド＆ビジョ

ン㈱の連結財務諸表を引き継いで作成しております。　

　

２【事業の内容】

　第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成23年９月29日開催の取締役会において、下記のとおり、本社移転を決議するとともに、現在の本社の土地

・建物の一部を譲渡することについて決議し、平成23年９月29日付けで不動産売買契約を締結いたしました。

　また、本社の移転先については平成23年11月11日開催の取締役会において決議いたしました。

Ⅰ．本社移転について

１．移転理由

　現本社社屋の老朽化が進むとともに、業務拡大に伴い人員数が増加し本社が手狭でもあるため、本社機能の強

化および業務の効率化を図るべく、この度現本社の土地・建物の一部を譲渡し、本社を移転することといたし

ました。

２．移転先概要

(1) 移転先 ：　北浜中央ビル

(2) 所在地 ：　大阪市中央区北浜２丁目２－22

３．業務開始予定日

　平成24年３月５日

４．その他

(1) 当社のほか、現本社所在地に拠点を置く当社の連結子会社につきましても、新本社所在地に移転いたしま

す。ただし、一部の部門につきましては、現本社所在地にて業務を継続する予定です。

(2) 今回の移転に伴う定款上の本店所在地の変更は、ありません。

Ⅱ．固定資産の譲渡について

１．譲渡の理由

　上記Ⅰ．に記載のとおり、本社移転に伴い、現本社の土地・建物の一部につきまして、経営資源の有効活用を

図るため譲渡するものです。

２．譲渡資産の内容

資産の名称および所在地 帳簿価額 譲渡価額 現況

大阪府寝屋川市日新町231番１

土地             ：　5,038.29㎡

建物（延床面積） ：　6,075.11㎡

1,458百万円 650百万円 本社事務所

　　※　帳簿価額は、平成23年３月31日時点です。

３．譲渡先の概要

　譲渡先は、先方の意向により開示いたしません。なお、譲渡先と当社との間に、資本関係、人的関係

および取引関係はなく、譲渡先は当社の関連当事者にも該当いたしません。

　また、譲渡先は反社会的勢力と一切関係がないことを確認しております。

４．譲渡の日程

取締役会決議 平成23年９月29日

契約締結 平成23年９月29日

物件引渡期日 平成24年３月８日（予定）
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社は、平成22年10月１日に単独株式移転により設立されたため、前年同四半期との比較分析はおこなっておりませ

ん。また、文中における将来に関する事項は、当第２四半期連結累計期間（以下、「当累計期間」と言います。）の末日

現在において当社グループが判断したものであります。　

　

(１)  業績の状況　

　当累計期間における国内経済は、東日本大震災の影響による経済停滞は回復してきたものの、記録的円高による企

業活動への影響が懸念されるなか、個人消費は依然として低迷した状況が継続しています。また、欧州での信用不安

の拡大や米国の失業率の高止まり等により、先進諸国の景気減速傾向がみられるなど、極めて不透明な状況となっ

ています。

　このような経営環境の下、当社グループは、経営理念『 VALUE CREATION 』に基づき、当社固有の基幹技術の開発

と主要顧客に軸足を置く一方で、新たな市場の開拓と顧客の獲得に果敢にチャレンジしております。

ＡＶ事業におきましては、英国で最も権威あるオーディオ誌「WHAT HI-FI?」で当社の主力製品であるＡＶレ

シーバーのTX-NR609が年間最優秀賞を獲得するなど従来カテゴリーで着実に高い評価を勝ち取っている一方、従来

の音質を凌駕するようなネットワークオーディオの提案や、携帯音楽端末との高音質なインターフェイスを追求し

た製品の開発などにより新たな顧客層へ積極的に訴求しております。また、ＰＣ事業につきましては、法人向け需要

を新規開拓するために、スレートＰＣに専用アプリケーションを組み込み、法人のお客様へ提案するなど、スレート

ＰＣによる多面的な可能性を積極的に展開しております。ＯＥＭ事業におきましては、従来のスピーカーの枠を超

えたオーディオシステムのＯＤＭ生産を開始しました。

　当累計期間の売上高は、円高による海外売上の目減りなどにより20,909百万円となりました。損益は、レアアース

や基礎資材の大幅高騰により営業損失は1,378百万円となりました。また、想定を超えた円高の長期化による為替差

損の計上等により経常損失は1,861百万円となりました。四半期純損失につきましては、本社地区の土地建物の一部

について減損損失814百万円を計上したことなどにより、2,336百万円となりました。　

  　

　セグメント別の業績は以下の通りです。  

① ＡＶ事業

　国内市場におきましては、震災の影響による消費低迷や、電力不足によるエコ家電への関心の高まりと平成23

年７月に実施されたデジタル放送への移行に伴う薄型テレビへの消費集中により、ＡＶ製品の販売は苦戦を強

いられ、売上高は3,082百万円となりました。海外市場におきましては、円高による目減りはあったものの、現地

通貨ベースでの売上高は堅調に推移した結果、11,428百万円となりました。以上により、ＡＶ事業の売上高は

14,511百万円となりました。

　損益は、鉄・銅・アルミ・原油等の基礎資材価格の高騰に加え、新製品の開発費等の増加はあったものの、セグ

メント利益は、837百万円となりました。

② ＰＣ事業

　製品カテゴリーの絞り込みと、スレートＰＣを核とした法人営業の強化等の構造改革に取り組んでいるＰＣ事

業の売上高は、2,106百万円となりました。損益は、流通在庫の適正化を目指した販売促進費や旧製品の処分費用

等の計上等により、687百万円のセグメント損失となりました。 

③ ＯＥＭ事業

　ＯＥＭ事業につきましては、震災の影響による車載向けスピーカーの生産調整等はあったものの、当累計期間

の後半には生産は回復傾向に転じ、売上高は3,335百万円となりました。一方損益は、鉄、銅、原油等の基礎資源価

格の高騰に加え、軽量スピーカーのマグネット材料に不可欠なレアアースの異常なまでの価格高騰等が製造原

価を大幅に押し上げた結果、614百万円のセグメント損失となりました。

　

(２)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

(３)　研究開発活動

　当累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,283百万円であります。 

　なお、当累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(４)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

  当社グループを取り巻く事業環境は、欧州での信用不安の表面化などによる、基軸通貨の大幅な変動や円高の長

期化など、今後も予断を許さない厳しい状況が続くものと見込まれます。また、薄型テレビなどデジタル家電類の急

激な需給の変動に加え、新興国の需要の増加などにより原材料価格の高騰が想定を超える範囲で推移しています。

この他、経営成績に重要な影響を与える要因としましては、平成23年６月22日提出の有価証券報告書「第一部　企業

情報　第２　事業の状況　４．事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

  また、当社グループでは、平成22年10月１日より持株会社制に移行し各事業を事業会社として分社することによ

り、グループ内外のＭ＆Ａ、提携および協業等の事業再編を迅速に行い、適切な事業グループの適時編成を可能にす

るための体制を構築いたしました。今後は、事業責任をより明確化し当社グループ全体の経営効率の向上を図るべ

く、さらなる事業構造の改革へ取り組んでまいります。

　

(５)　財政状態及びキャッシュ・フローの状況

　当累計期間末における総資産は、前連結会計年度末（平成23年３月末）に比べ4,876百万円減少し28,424百万円と

なりました。有利子負債は前連結会計年度末比1,566百万円減少の10,713百万円となりました。純資産は前連結会計

年度末比2,355百万円減少の3,847百万円となりました。

　当累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に対して2,780百万円減少の7,790百万円

となりました。当累計期間に係る区分ごとの各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、709百万円の減少となりました。これは主に、税金等調整前四半期純損失

2,564百万円を計上したものの、売上債権の回収等を進めたことにより、上記の減少にとどめたことによるものであ

ります。

また、投資活動によるキャッシュ・フローは、683百万円の減少となりました。これは主に新製品開発に係る金型

等の有形固定資産の取得によるものであります。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、1,581百万円の減少となりました。これは主に長期借入金の返済によるも

のであります。

　

(６)　経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、熾烈な市場競争による販売価格の低下や消費者価値観の多様化と変化の短期化などに

大きな危機感を持っており、経営理念（ビジョン）『 VALUE CREATION 常に新しい価値提案を行い、驚きと感動で

未来を動かそう』を掲げ、今後も経営指針の達成に向け全力で取り組みを続けてまいります。 

　なお、当社グループの経営指針は以下のとおりであります。 

１．Global Business with Localized Products 

・オンキヨーは世界の市場で、それぞれの地域のお客様に最適な商品を供給し続けます。 

２．IMAGINATIVE SIGHT & SOUND® 

・オンキヨーは「映像と音」を媒介として、世界の人々の快適な「空間と時間」を創造します。 

３．Quality Advancement of Products and Services 

・オンキヨーは展開する商品・サービスに関し、常に業界最高水準の品質を維持し、その基本となる品質管理シ

ステムの強化、向上に努めます。

４．In Harmony with the Environment 

　・オンキヨーは地球環境の保全が人類共通の重要課題であることを認識し、「環境との共生、調和」をスローガン

として、積極的に環境保全に配慮した企業活動を行います。 

５．Proper Management 

・ＣＳ（顧客満足）の追求によりブランド・イメージの向上を図り、常にブランド力の強化に努めます。

・売上高至上主義・市場占有率優先主義を排し、高付加価値・利益優先主義に徹します。

・良質の保守主義を基本とし、連結ベースで経営効率の向上を図り、利益とフリー・キャッシュの最大化を目指

します。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 47,829,665 47,829,665

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株　

計 47,829,665 47,829,665 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日　
－ 47,829,665 － 1,866 － 1,202
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（６）【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

　氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

オーエス・ホールディング株式会社 東京都港区西新橋３－５－２ 17,258 36.08

大朏直人 東京都中央区 4,000 8.36

シークス株式会社 大阪市中央区備後町１－４－９ 2,000 4.18

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 1,070 2.24

オンキヨー従業員持株会 大阪府寝屋川市日新町２－１ 680 1.42

オンキョー取引先持株会 大阪府寝屋川市日新町２－１ 591 1.24

谷本忠史 東京都江東区 527 1.10

大辺創一 横浜市金沢区 461 0.97

塩崎甚作 大阪府豊中市 398 0.83

吉岡徹治 広島市西区 361 0.75

計 － 27,346 57.17

（注）上記のほか、自己株式が399千株あります。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 399,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,003,600 470,036 －

単元未満株式 普通株式 426,665 － －

発行済株式総数 47,829,665 － －

総株主の議決権 － 470,036 －

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式48株が含まれています。

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

オンキヨー株式会社
大阪府寝屋川市日

新町２番１号
399,400 － 399,400 0.84

計 － 399,400 － 399,400 0.84

（注）　なお、自己株式の第２四半期会計期間末現在の実質所有数は399,448株、発行済株式総数に対する所有株式数の割

合は0.84％であります。　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,571 7,790

受取手形及び売掛金 9,022 7,055

商品及び製品 3,323 3,854

仕掛品 142 170

原材料及び貯蔵品 1,011 917

その他 907 1,059

貸倒引当金 △73 △91

流動資産合計 24,906 20,755

固定資産

有形固定資産

土地 3,881 3,193

その他（純額） 2,210 2,311

有形固定資産合計 6,091 5,505

無形固定資産 313 258

投資その他の資産

その他 1,996 1,905

貸倒引当金 △6 －

投資その他の資産合計 1,989 1,905

固定資産合計 8,394 7,669

資産合計 33,300 28,424

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,234 7,094

短期借入金 3,381 2,620

製品保証引当金 764 764

その他 3,813 3,441

流動負債合計 15,194 13,920

固定負債

新株予約権付社債 1,200 1,200

長期借入金 7,698 6,893

再評価に係る繰延税金負債 720 440

退職給付引当金 175 184

リサイクル費用引当金 507 514

訴訟損失引当金 507 507

負ののれん 674 449

その他 418 467

固定負債合計 11,903 10,656

負債合計 27,097 24,577
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,866 1,866

資本剰余金 1,470 1,470

利益剰余金 2,794 860

自己株式 △52 △52

株主資本合計 6,078 4,144

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △14 △7

繰延ヘッジ損益 － △34

土地再評価差額金 1,050 642

為替換算調整勘定 △967 △954

その他の包括利益累計額合計 68 △354

少数株主持分 55 56

純資産合計 6,202 3,847

負債純資産合計 33,300 28,424
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 20,909

売上原価 16,035

売上総利益 4,874

販売費及び一般管理費 ※1
 6,253

営業損失（△） △1,378

営業外収益

受取利息 6

受取配当金 1

負ののれん償却額 224

持分法による投資利益 23

その他 41

営業外収益合計 297

営業外費用

支払利息 116

為替差損 513

支払手数料 99

その他 49

営業外費用合計 779

経常損失（△） △1,861

特別利益

工事負担金等受入額 96

その他 31

特別利益合計 127

特別損失

減損損失 ※2
 814

災害による損失 15

その他 0

特別損失合計 830

税金等調整前四半期純損失（△） △2,564

法人税、住民税及び事業税 47

法人税等調整額 △275

法人税等合計 △228

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,335

少数株主利益 1

四半期純損失（△） △2,336
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,335

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6

繰延ヘッジ損益 △34

為替換算調整勘定 97

持分法適用会社に対する持分相当額 △84

その他の包括利益合計 △14

四半期包括利益 △2,350

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,351

少数株主に係る四半期包括利益 1
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,564

減価償却費 354

減損損失 814

負ののれん償却額 △224

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8

製品保証引当金の増減額（△は減少） △26

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8

受取利息及び受取配当金 △8

支払利息 116

為替差損益（△は益） 256

持分法による投資損益（△は益） △23

売上債権の増減額（△は増加） 2,215

たな卸資産の増減額（△は増加） △430

仕入債務の増減額（△は減少） △309

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △526

未収入金の増減額（△は増加） △114

その他 △84

小計 △537

利息及び配当金の受取額 31

利息の支払額 △116

法人税等の支払額 △86

営業活動によるキャッシュ・フロー △709

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △737

有形固定資産の売却による収入 76

その他 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △683

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △180

長期借入れによる収入 400

長期借入金の返済による支出 △1,786

その他 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,581

現金及び現金同等物に係る換算差額 194

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,780

現金及び現金同等物の期首残高 10,571

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,790
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

１　財務制限条項 １　財務制限条項

　当社の借入金および社債には以下の財務制限条項が

付されており、下記のいずれかの条項に抵触した場合、

貸付人または社債権者の請求により、契約上のすべて

の債務について期限の利益を失い、元本および利息を

支払うこととなっております。

　当社の借入金および社債には以下の財務制限条項が

付されており、下記のいずれかの条項に抵触した場合、

貸付人または社債権者の請求により、契約上のすべて

の債務について期限の利益を失い、元本および利息を

支払うこととなっております。

①　社債　600百万円　

ⅰ)平成21年12月以降の各四半期末において、①連結

貸借対照表の流動比率が1.05を下回る又は②当座

比率が0.65を下回る状況が２四半期継続した場合

ⅱ)ネットデット(純有利子負債)が13,500百万円を

上回る状態が、２四半期継続する場合

①　社債　600百万円　

ⅰ)              同左

　

ⅱ)              同左　

②　社債　600百万円

平成22年３月以降の各決算期末において、単体

ベースで３期連続経常赤字となった場合、または

連結ベースで３期連続経常赤字となった場合

②　社債　600百万円

               同左　

③　長期借入金　196百万円

　 （うち１年内返済予定102百万円）

ⅰ)平成21年９月30日以後終了する各事業年度にお

いて、連結ベースで営業損益、経常損益、当期純損

益のいずれかが、２事業年度連続で損失となった

場合　

ⅱ)当社および当社子会社と貸付人との間で締結す

る集合動産譲渡担保権設定契約の対象となってい

る動産について、銀行が評価する各月末時点の時

価の合計額が、同月末日時点のこの契約に基づく

債務の残高を２ヵ月以上連続して下回った場合

③　長期借入金　128百万円

　 （うち１年内返済予定102百万円）

ⅰ)            同左　　　

ⅱ)            同左　　

④ 長期借入金　6,555百万円

　 （うち１年内返済予定1,801百万円）

ⅰ)本契約締結日以降の各連結会計年度末日におけ

る修正純資産の部の金額を、5,255百万円、又は直

近の連結会計年度末日における修正純資産の部の

金額の75％に相当する金額のいずれか高い金額以

上に維持すること。なお、修正純資産の部とは、連

結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

に売却予定不動産の売却に伴い計上した土地再評

価差額金の減少額を換算した金額をいう。

ⅱ)本契約締結日以降の各事業年度末日における連

結損益計算書に記載される経常損益を２期連続し

て損失としないこと。 

ⅲ)借入人が発行する社債について期限の利益を喪

失しないこと。

　

④ 長期借入金　5,444百万円

 　（うち１年内返済予定1,380百万円）

ⅰ)              同左　

ⅱ)              同左

ⅲ)              同左
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前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

　　なお、上記債務のほか、長期借入金1,900百万円（う

ち１年内返済予定282百万円）について、当社が本契

約に基づく債務以外の債務について期限の利益を喪

失した場合に、貸付人の請求により契約上の一切の

債務について期限の利益を失う旨、規定されており

ます。

  　なお、上記債務のほか、長期借入金1,717百万円（う

ち１年内返済予定200百万円）について、当社が本契

約に基づく債務以外の債務について期限の利益を喪

失した場合に、貸付人の請求により契約上の一切の

債務について期限の利益を失う旨、規定されており

ます。              

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

発送荷造費 558百万円

広告宣伝費 279

販売促進費 488

特許使用料 534

販売手数料 333

製品保証引当金繰入額 381

給料手当 1,039

研究開発費 312
 
※２　減損損失

当四半期連結累計期間において、以下の資産について減損損失を計上しました。

場所　 用途 　種類

本社

（大阪府寝屋川市）　
全社資産

土地

建物及び構築物　

　当社では、本社の土地、建物及び構築物の譲渡契約を締結したことに伴い、帳簿価額を売却予定金額相当額まで減額

し、当該減少額を減損損失（814百万円）として特別損失に計上しております。

  その内訳は、土地 687百万円、建物及び構築物 126百万円であります。

　当該譲渡契約の詳細については、「第２ 事業の状況　２．経営上の重要な契約」に記載しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年９月30日現在）

現金及び預金勘定 7,790百万円

現金及び現金同等物 7,790百万円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日） 

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末
日後となるもの
　該当事項はありません。　

　

３．株主資本の金額の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注２）

合計ＡＶ事業
（注１）

ＰＣ事業 ＯＥＭ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 14,511 2,106 3,335 19,953 956 20,909
セグメント間の内部
売上高又は振替高　

219 304 437 960 7 968

計 14,731 2,410 3,772 20,914 963 21,877

セグメント利益又は

損失（△）
837 △687 △614 △464 △0 △465

（注１）「ＡＶ事業」の海外売上高は、北米5,438百万円、欧州4,381百万円、アジア1,182百万円、その他地域425百万

円であります。

（注２）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、家庭用及び業務用電気製品・情

報関連サービス事業等を含んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 △464 　

「その他」の区分の利益 △0 　

　全社費用（注） △912 　

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △1,378 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費用であります。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度において「不動産賃貸事業」として区分していた不動産賃貸サービスについては、対象不動産を

平成23年３月に売却したことに伴い、事業を終了しております。よって第１四半期連結累計期間より「不動産賃貸

事業」の該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

(1）１株当たり四半期純損失金額 49円27銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失金額（百万円） 2,336

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 2,336

普通株式の期中平均株式数（千株） 47,430

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　

－

（注）　当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

重要な訴訟事件

　当社、ONKYO U.S.A. CORPORATION、ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH、およびONKYO (MALAYSIA）SDN.BHD.（以下、当

社グループとする）は、平成15年９月30日付で、Global Technovations, Inc.（以下、GTIとする）から、以下に掲げ

る内容で米国ミシガン州東部地区連邦破産裁判所に提訴されました。平成22年７月２日付で同裁判所がGTIの主張

の一部を容認し、6.1百万USドルの支払いを当社グループに命ずる旨の判決（以下、第１審判決）を下したため、当

社グループはその内容を不服として、平成22年７月13日付で米国ミシガン州東部地区連邦地方裁判所に控訴しまし

た。しかし、同裁判所が、当社グループの主張を退け第１審判決を支持する判決を平成23年３月31日付で出したた

め、更なる上級審の判断を仰ぐべく、当社グループは米国連邦第６区巡回高等裁判所に上告（平成23年４月27日

付）致しました。上告審においても当社グループは引き続き徹底して争う所存です。

（内容）

　GTIは、平成12年８月に、当社、ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH、およびONKYO (MALAYSIA）SDN.BHD.が保有してい

たOnkyo America, Inc.（以下、OAI）の全株式を取得しました。その後、平成13年12月にGTIおよびOAIは、市場環境

の低迷と売上高の減少による財政状態の悪化を理由に連邦破産法（チャプター11）の適用を申請しました。

　平成15年９月30日付でGTIはOAI株式の取引の無効を主張し、譲渡対価の一部である13百万USドルの払い戻し等を

要求し、当社グループに対して、米国ミシガン州東部地区連邦破産裁判所（以下、破産裁判所）にて訴訟を提起しま

した。それに対して、当社グループは本取引が適切に行なわれたものであると主張して参りました。　なお、平成20年

２月に、本訴訟の当事会社をONKYO (MALAYSIA）SDN.BHD.からONKYO ASIA　ELECTRONICS　SDN.BHD.に承継致しまし

た。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月11日

オンキヨー株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 
公認会計士     

　　
松田　茂　　印        

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士     山田　美樹　印        

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士     石原　伸一　印        

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオンキヨー株式

会社の平成23年4月1日から平成24年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成23年7月1日から平成23年

9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オンキヨー株式会社及び連結子会社の平成23年9月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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